
（様式４） 

重要取組シート 

取組項目 広域的な防災行政の推進（他都市との受援体制等の強化） 

現状・課題 

・大規模災害時には、国や大阪府、近隣自治体や指定公共機関等と連携した災害応

急対応が必要であり、本市では他機関・団体との防災協定の締結を進めている。 

・被災地への支援のほか、本市が被災した場合の受援力の強化を目的として「総務

省応急対策職員派遣制度」を積極的に活用し、市職員の養成･登録を行っている。 

・令和 4年度は、指定都市市長会において、他都市被災時に支援を行う際の関西地

域の幹事市となるため、被災地への先遣隊派遣をはじめ構成市による応援体制の

調整、被害状況の収集発信等を行う予定。 

・武力攻撃など国民保護事象への対応については、令和 3年度、大阪府や大阪市と

連携し、地下駅舎を避難場所として確保した。 

取 組 の 

内  容 

・国や大阪府、協定締結先となっている他機関・団体のほか、ライフライン事業者

等が参加する震災総合防災訓練を実施し、市域を越えた広域的な防災体制の強化

を図る。 

・「総務省応急対策職員派遣制度」を積極的に活用し、登録者数の拡大をめざすほか、

登録者の能力維持･向上に向けた研修実施について検討を行う。 

・指定都市市長会における関西地域の幹事市として初動体制の構築及び実行性を確

保するための訓練等の実施、関西広域連合との被災地支援等を目的とした訓練の

実施など体制整備に取り組む。 

・国や大阪府と連携し、国民保護事象発生時を想定した手順の確認や図上訓練等を 

実施する。 

ス
ケ
ジ
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ー
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前期 

（～7月） 

□ （4月）指定都市市長会会議で実施方針の確認（初動体制の構築） 

□ （5月）総務省応急対策職員派遣制度（研修）への参加 

中期 

（～11月） 

□ （9月）大阪府･大阪市、民間事業者と連携した大阪 880万人訓練 

□ （11月）震災総合防災訓練の実施 

後期 

（～3月） 

□ （2月）国民保護図上訓練の実施 

□ （2月）指定都市市長会相互応援訓練への参加 

次年度以降 
□ 関係機関と連携した震災総合防災訓練の実施 

□ 総務省応急対策職員制度への積極的参画 

進
捗
の
状
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前期 

（～7月） 

□ （4月）指定都市市長会会議で実施方針の確認 

□ （6月）総務省応急対策職員派遣制度（研修）への参加 

中期 

（～11月） 

□ （9月）大阪府･大阪市、民間事業者と連携した大阪 880万人訓練 

□ （11月）震災総合防災訓練の実施 

後期 

（～3月） 

□ （2月）国民保護図上訓練の実施 
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該当する 

施策 
5－（1）自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上 

寄与する 

KPI 
― 

目標値（2025年度） 
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最も貢献する 

SDGsのゴール 

ゴール番号 
住み続けられるまちづくりを 

11 

寄与する 

KPI 
― 

目標値（2023年度） 

 

 


